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○港区知的障害者グループホーム運営費等補助金交付要綱 

平成１４年４月１日 

１４港保障第５３０号 

（通則） 

第１条 知的障害者グループホーム運営費等補助金（以下「補助金」という。）の交付につ

いては、社会福祉法人に対する補助金に関する条例（昭和５８年港区条例第８号）、社会

福祉法人に対する補助金の交付に関する条例施行規則（昭和５８年港区規則第６号）及び

港区補助金等交付規則（昭和４８年港区規則第４号）によるほか、この要綱の定めるとこ

ろによる。 

（目的） 

第２条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第５条第１７項に規定する共同生活援助を

行う事業所（以下「グループホーム」という。）を利用する障害者の負担軽減を図るとと

もに、グループホームの開設及び運営に係る経費等の一部を区が助成することにより、グ

ループホームの整備促進及び安定的な運営を図り、もって、障害者の地域社会における自

立生活を助長することを目的とする。 

（補助事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、港区内のグルー

プホームを運営する事業とする。 

（補助事業者） 

第４条 補助金の交付を受けることができる者は、補助事業を行う社会福祉法人、NPO法人

等とする。 

（補助金の交付額） 

第５条 補助金の交付額は、補助事業に要する経費のうち次に掲げる経費の合計額とし、そ

の額については、別表のとおりとする。 

（１） 施設借上等経費 グループホームの運営ができる施設の家賃、契約更新料及び空

室時の補助に要する経費 

（２） 社会活動訓練費 グループホームの世話人及び入居者の全員参加による社会性を

身につけるための外出等の社会活動訓練に要する経費 

（３） 防災防犯関係設備経費 施設の防災防犯に伴う設備の設置等に係わる経費 

（４） 設備整備費 東京都が定める障害者通所施設等整備費補助要綱により交付される
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補助金（以下この号において「都補助金」という。）の交付対象となるもので、グルー

プホームの創設又は改築（定員の増加に伴う増設を含む。）に際して行った施設整備及

び老朽設備の更新に関する経費（都補助金として交付された額を除く。） 

（５） 重度障害者受入経費 重度障害者の介助等に必要な職員の確保に要する経費 

 

２ 前項の規定による補助金の交付額の総額は、予算の定める額を限度とする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を申請する者は、知的障害者グループホーム運営費等補助金交付申請

書（第１号様式）を毎年５月３１日までに提出しなければならない。ただし、年度の中途

において補助事業の運営を開始する場合及び前条第１項第４号に規定する経費に係る補

助金の申請については、この限りでない。 

（補助金の交付決定） 

第７条 区長は、前条の規定による申請が適当と認めたときは、当該申請をした者を補助金

の交付対象者（以下「補助事業者」という。）と決定し、知的障害者グループホーム運営

費等補助金交付決定通知書（第２号様式）により通知するものとする。 

（補助金の交付請求） 

第８条 補助事業者は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日までに知的障害

者グループホーム運営費等補助金交付請求書（第３号様式）を提出し交付を受けるものと

する。ただし、年度の中途において補助事業の運営を開始する場合及び第５条第１項第４

号に規定する経費に係る補助金の申請について交付の決定をしたときは、区長の指定した

日までに提出させるものとする。 

（１） 上半期分 毎年６月３０日 

（２） 下半期分 毎年１０月３１日 

（補助金の交付方法） 

第９条 補助金は、港区会計事務規則（昭和３９年港区規則第５号）第８９条第１項第３号

の規定に基づき、概算払いをすることができる。 

（事業の変更、中止又は廃止） 

第１０条 補助事業者は、第７条の規定による交付決定を受けた後において事業の変更、中

止又は廃止しようとするときは、あらかじめ知的障害者グループホーム運営費等補助金補

助事業変更・中止・廃止承認申請書（第４号様式）を提出しなければならない。 

２ 区長は、前項の申請書の提出があった場合において、補助事業の変更、中止又は廃止を
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承認したときは、知的障害者グループホーム運営費等補助金補助事業変更・中止・廃止承

認書（第５号様式）により、申請をした補助事業者に通知するものとする。 

（事故報告） 

第１１条 補助金交付の決定を受けた補助事業者は、その事業について事故があったときは、

知的障害者グループホーム運営費等補助金補助事業事故報告書（第６号様式）により速や

かに区長に報告しなければならない。 

２ 区長は、前項の報告を受けたときは、速やかにその状況を調査し、書面により適切な指

示をしなければならない。 

（事業報告） 

第１２条 補助事業者は、会計年度終了の日又は補助事業が終了した日から３０日以内に、

知的障害者グループホーム運営費等補助金補助事業報告書（第７号様式）に、次に掲げる

書類を添付し、区長に提出しなければならない。 

（１） 事業実績報告書（第８号様式） 

（２） 収支決算書（第９号様式） 

（３） 社会活動訓練費内訳書（第１０号様式） 

（４） 社会活動訓練事業実施報告書（第１１号様式） 

（５） 社会活動訓練内容が分かる写真 

（補助金の額の確定） 

第１３条 区長は、前条の規定により事業報告を受けた場合において、その内容を審査し、

事業の内容が補助金決定の内容に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定

し知的障害者グループホーム運営費等補助金交付額確定通知書（第１２号様式）により通

知するものとする。 

２ 補助事業者は、補助金の額の確定通知後、速やかに知的障害者グループホーム運営費等

補助金清算書（第１３号様式）を区長に提出しなければならない。 

（補助金の返還） 

第１４条 区長は、前条により交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額

を超える補助金が交付されているときは、超過した部分に関して返還を命ずるものとする。 

（是正のための措置） 

第１５条 区長は、第１３条第１項の規定による審査又は調査の結果、補助事業の成果が補

助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、補助事業者

に対して、補助事業に適合させる処置をとるよう、知的障害者グループホーム運営費等補
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助金補助事業是正命令通知書（第１４号様式）により命ずるものとする。 

２ 区長は、前項の命令により補助事業者が必要な処置をした場合は、補助事業者から、そ

の結果を報告書として提出させるものとする。 

（補助金の一時停止） 

第１６条 区長は、この要綱に基づき交付されている補助金の返還を命じられた補助事業者

が、補助金の全部又は一部を返還しない場合において、この要綱に基づき交付すべき補助

金があるときは、相当の限度額においてその交付を一時停止することができる。 

（財産の処分の制限） 

第１７条 補助事業者は補助事業により取得した物品及び建物附帯設備を補助金の目的に

反して使用し、譲渡し、交換し、貸与し、又は担保にしようとするときは、知的障害者グ

ループホーム運営費等補助金財産処分承認申請書（第１５号様式）により、あらかじめ区

長の承認を受けなければならない。ただし、取得後５年を経過した場合は、この限りでな

い。 

２ 区長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、財産の処分を承認

したときは、その旨を知的障害者グループホーム運営費等補助金財産処分承認書（第１６

号様式）により、補助事業者に通知するものとする。 

付 則 

この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

付 則 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の港区知的障害者グループホーム運営費補助金交付要綱による

補助金額は、この要綱の施行の日以後の申請について適用し、同日前の申請については、

なお従前の例による。 
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別表（第５条関係）補助金の交付額 

区分 補助金額 

施設借

上等経

費 

  算出 

家賃補助 利用者居室及び世話人室

分の半額＋共有スペース

１室分の全額 

月額家賃÷（居室＋共有スペース１＋世話

人室１）＝① 

①×（居室＋世話人室）÷２＝② 

②（居室及び世話人室）＋①（共有スペー

ス分） 

※①の上限額は１０万円とします。 

契約更新料の

補助 

２ヵ月分を限度とし、全

額補助 

  

空室補助 利用者退所日を含む月の

属する月から３ヵ月以内

の賃料 

  

①居住者の居室は、個室とします。 

②契約更新料の上限額は家賃補助に準じます。 

③空室補助は別途請求し、交付するものとします。 

④社会福祉法人が、年度の中途において補助事業の運営を開始し、又は廃止した

場合の交付額は、区長が承認する開始日又は廃止日の属する月を含めた補助事

業実施月数分とします。 

⑤港区以外の市区町村が委託をしている入居者が入居している場合については、

その人数が入居者の半数を超える場合は、補助の対象外とします。 

社会活

動訓練

費 

補助月額 ５０，０００円  

①補助月額は、限度額とします。 

②年間１２回程度の実施とします。 

③補助対象経費は、介助人の雇上げ経費、活動に係る諸経費、食糧費及び交通費

とします。 

④補助対象経費に係る領収書等の関係書類は、補助事業者が管理し、区の請求に

応じて提出するものとします。 

防災防

犯関係

補助年額 １２０，０００円  

①防災及び防犯に伴う設備の設置等の費用とします。 
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設備経

費 

設備整

備費 

補助交付額 経費の全額（１ユニット当たり限度額２，８００万円。１，０００

円未満切捨て。） 

①整備の内容について、区長が認めたものとします。 

重度障

害者受

入経費 

重度障害者の受入人数 補助基準額 

１～２名 ２００，６２０円／月 

３名 ３００，９３０円／月 

４名 ４０１，２４０円／月 

５名 ５０１，５５０円／月 

６名 ６０１，８６０円／月 

７名 ７０２，１７０円／月 

８名以上 ８０２，４８０円／月 

①受け入れる重度障害者は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービス

に要する費用の額の算定に関する基準（平成１８年９月２９日厚生労働省告示

第５２３号）第１５の１の６のイに規定する重度障害者支援加算（Ⅰ）又は同

告示第１５の１の６のロに規定する重度障害者支援加算（Ⅱ）の対象者としま

す。 

 ②受入人数は、共同生活援助を提供した日数が２０日以上の人数とします。 

 ③補助対象経費は、重度障害者の介助等に必要な生活支援員の人件費とします。

 ④交付額は、補助基準額と対象経費の支出予定額とを比較していずれか少ない方

の額とし、区の当該年度の予算額を上限とします。 

⑤補助事業者は、障害福祉サービス受給者証を管理し、区の請求に応じて提出す

るものとします。 
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様式（省略） 

 


